
2
2015 4-5月号

3
2015 4-5月号

2015年度の年間テーマ

大学の総合力を生かした成長支援のしくみづくり

成長支援のしくみ

社会との接続教育の中身・手法

【問題提起】大森 昭生氏 ..................ｐ.4
【オピニオン】溝上 慎一氏 ...............ｐ.7
【レポート&提言】川越 明日香氏 ..ｐ.11

●目的の明確化と体系的な位置付け
●組織的な実施・支援
●効果測定とPDCAサイクルの確立

●実質化の要件 産業能率大学......ｐ.15
宇都宮大学...........ｐ.18
福岡工業大学......ｐ.21
創価大学...............ｐ.24

●事例

.

課外活動

学生の活力 建学の精神

IR

教職協働

ガバナンス

大学の総合力

学外との連携

高大接続
６-７月号

教養教育

アクティブ
ラーニング

グローバル
人材育成

…

8-9月号

4-5月号

アクティブラーニング
『Between』は2015年度、「大学の総合力を生かした成長支援のしくみづくり」をテーマに据える。
大学教育の論点が「何を教えるか」から「何ができるようにするか」へとシフトする中で、
教員のみの視点に閉じない成長支援のしくみの構築を提案していく。
初回はアクティブラーニングを取り上げる。
学生の主体的な学びを引き出して成長を促すうえで、
アクティブラーニングは今、最も注目されているテーマだと言える。
多くの大学の関心事はアクティブラーニングを「するか・しないか」から、
いかにその成果を高めて実質化するかという段階へと移っている。
本特集では、教員個別の努力ではなく、
大学の資産、総合力を生かした組織的な実施の下、
成果を可視化・最大化する「実質的なアクティブラーニング」について考える。

[特集 ]

の実質化



用して測定する方法などがある。前者
は自律的な学修を促す効果もあるが、
主観的な尺度が入るので学生間の比較
には適さない。個人の伸びを見る場合
も、成長に伴い自己評価が厳しくなり
同じ指標でポイントが下がることもあ
るなど、注意が必要だ。後者は他大学
との比較もできる。
　数値で示された成長度を学修プロセ
スの振り返りによって補正するのに学
修ポートフォリオが役立つ。導入する
大学も増えているが、活用支援が不十
分で学生が記入していない、大学側の
チェックがおざなりなど、形骸化して
いる例も見られる。
　続くステップは、測定結果の分析と
それを用いた改善だ。伸びた学生、伸
びていない学生、それぞれに共通する
因子を明らかにするにはIR機能が不可
欠だ。
　アクティブラーニングについて、
「学生にこのような問題が表れたら授
業のこの部分をこう変えればいい」
というセオリーはまだ確立されていな
い。TAやSAの人数を増やす、グルー
プの編成を変えるといった工夫を重
ね、再度その効果を検証しつつ、ノウ
ハウを蓄積していく必要がある。

　本学は大学教育再生加速プログラム
（AP）のテーマⅠ（アクティブ・ラーニ
ング）、テーマⅡ（学修成果の可視化）

の複合型に選定されている。地（知）
の拠点整備事業（COC）、グローバル
人材育成推進事業（GGJ）とも連動さ
せながら、アクティブラーニングの拡
充、成果測定に基づくPDCAサイクル
の構築を行う。
　本学は2000年代前半から個々の教員
がアクティブラーニングを試み始め、
手応えのよさが教員間で伝わった結
果、全専任教員が何らかのアクティブ
ラーニング的手法を取り入れ、それが
全授業の75％に上る。草の根的な拡大
の下、組織的な効果検証や改善はして
こなかったが、前述の実験的調査によ
る気づきもふまえ、アクティブラーニン
グの実質化に取り組んでいる。
　学修成果の可視化と改善の取り組み
内容を示したのが図表２だ。①の「授
業に対する学生の反応の測定」は、実
験的調査をブラッシュアップし、多く
の授業で本格的に行う。測定結果に
よっては、アクティブラーニングより講
義を重視する方向に見直す授業も出て
くるかもしれない。②の「成長度の測
定」については、指標を開発中だ。そ
のベースとなるDPをより具体的な内容
になるよう見直す。
　本学は、地元・群馬県に根差した人
材の育成を掲げているので、地域社会
が求める力を指標に盛り込む。COCの
一環として、2015年度から前橋商工会
議所と研究チームをつくり、地域産業
人材の要件を調査し始める。一般的な
社会人基礎力以外に、「地元に対する
愛着」といった独自の指標も入れるこ
とになるかもしれない。
　ジェネリックスキルの現状を把握す
るために外部の標準テストを実施す
る。これまでも、主に社会人基礎力を客
観的に測定する質問紙調査＊を実施し

成長度はまた別の形で測定しなければ
ならないが、授業が狙いどおりの反応
を引き出せていなければ、期待するよう
な成長を促せないはずだ。アクティブ
ラーニングの効果を教員の主観、肌感
覚のみに頼るのでなく、検証して成果
と問題点を明らかにする必要がある。
　個々の科目、授業の内容や手法を見
直すだけではなく、科目同士の連携、
組み合わせを十分に検討することに
よって、めざす能力の修得を最大限に
実現することも重要である。

　アクティブラーニングの成果の可視
化は、データを誰がどう活用するかと
いう観点から、３つの層で考えること
ができる。１層目は、個々の学生のレベ
ルだ。自身の成長度を確認し、自律的
に学ぶための材料となる。２層目は教
員のレベルで、個々の教員や学部・学
科単位で学生の全体的な変化を確認
し、FDに活用する。３層目はマネジメ
ントレベルで、大学、学部、学科単位
で学修の質を保証するためのエビデン
スとなる。入試広報や出口支援に際し
て、学生の成長をステークホルダーに
示すこともできる。
　可視化のためにはまず、この３層を
念頭に置いて、成果指標を設計するこ
とになる。ディプロマポリシー（DP）の
内容とアクティブラーニングの成果指
標は、本来、連動しているべきで、場
合によってはDPを見直す必要もある。
　次に、指標に対する達成度を客観的
に測定する。指標とする能力がどの程
度身に付いたかを学生自身に直接判定
させる方法や、学外の標準テストを利

　アクティブラーニングは今、組織的
な実践による実質化の段階に入って
いる。アクティブラーニングに積極的
に取り組んでいるように見える大学で
も、内実は、特定の教員が奮闘してい
るというケースも少なくない。それを組
織的な取り組みに発展させ、学生の成
長という確かな成果を挙げるしくみと
して確立することが重要だ。
　そこでは「成果」を明確に定義し、
到達度を測定して評価する「可視化」
の工程が不可欠になる。アクティブ
ラーニングをこれから導入する大学も
同様の認識で取り組む必要がある。
　学修成果の可視化は、教育の質保証
という要請の下、大学教育全体の課題
となっている。アクティブラーニングは

授業外学修が不可欠なので、単位の実
質化の有効な策となる。成果を可視化
することにより、社会に対して教育の
質をわかりやすく説明できるはずだ。
　アクティブラーニングによって活性
化した授業の様子を目にすると、われ
われ教員はそれだけで、講義型の授業
よりも教育効果が高いと思ってしまい
がちだ。しかし、本当にそうだろうか。
　本学が2013年度、講義とディスカッ
ションを組み合わせた授業で学生の集
中度と理解度を少人数ではあるが実

験的に測定したところ、講義でもディ
スカッションでも集中度、理解度が高
く変化のない学生と、ディスカッショ
ンのほうが集中度や理解度が高まる
学生がいた一方で、ディスカッション
では集中度が下がってしまう学生もい
る（図表１）という予想外の結果が出
た。アクティブな活動が全員によい効
果をもたらすわけではないことが明ら
かになった。
　これはあくまで授業そのものに対す
る反応についての調査であり、学生の

集中度、理解度は
本当に上がっているか？

地元産業界と協働し
成果指標を開発

 PDCAサイクルを回し
ノウハウを蓄積する段階

高等教育における
アクティブラーニングの

次なるフェーズ

共愛学園前橋国際大学における
学修成果可視化の取り組み

＊ 「看護系大学生の社会人基礎力の構成要素と属性による相違の検討」（2011年、大阪府立大学看護学部紀要17巻１号）の尺度を使用した。

　● 特集　アクティブラーニングの実質化

【図表１】共愛学園前橋国際大学におけるアクティブラーニングの効果測定例

講義のほうがディスカッション
より集中度が高い

【測定方法】
活動への没入状態に着眼する「フロー理論」に基づき、講義、ディスカッションそれぞれにつ
いて「ワクワクするか」「時間が過ぎるのが早いか」等を質問。クリッカーによる回答を因子
分析し、「集中度」と「理解度」を算出した。
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「学生の成長」という
成果の可視化の重要性

共愛学園前橋国際大学は、アクティブラーニングに先駆的に取り組んできた。
大森昭生副学長は、自学の気づきをふまえて
「学修成果の確認を肌感覚だけではなく、可視化することが重要だ」と指摘する。
「大学教育再生加速プログラム」選定と同時に動き出した自学の取り組みも含め、
大学のアクティブラーニングの課題を語ってもらった。

大森 昭生
共愛学園前橋国際大学副学長

1996年東北学院大学文学研究科英語英文学専攻博士後期課程中途退学。同年、共愛学
園女子短大（現共愛学園前橋国際大学）に着任。専任講師、助教授を経て2007年から
教授。2003年から10年間、国際社会学部長を務め、2013年から現職。文部科学省「グ
ローバル人材育成推進事業」「地（知）の拠点整備事業」の実施責任者。

おおもり・あきお

問題提起

ディスカッション
1 〜 7 は学生の識別番号
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てきた。この調査を基盤に、GGJにおい
て海外や地域への親和性も加えた独自
のグローカルポイントを指標とし、測定
してきた実績もある。これらを基盤とし
て指標の測定方法を決める予定だ。卒
業生の追跡調査も実施しており、本学
での学びの中長期的な効果や不足を把
握。将来的には、学び直しの機会を提
供できるようにしたい。
　本学は、ピアサポートや学生広報ス
タッフなど、大学運営に積極的に学生
を参加させている。こうした活動も成
長に寄与するため、成長度の測定方法
の開発では、課外や学外での活動も反
映できるよう考慮する。

　測定結果は、学生が目標を再設定す
るため、教員が教育改善をするため、
の２方向で活用する。

　学生に対しては、結果を提示するだ
けでなく、教員と１対１でのリフレク
ション（振り返り）で、ポートフォリオ
を確認しながら目標や学修内容、方法
について話し合い、必要に応じて履修
や活動への参加の軌道修正をする。測
定された成長度が本人や教員の実感と
異なるときは修正できるしくみにする。
　ポートフォリオには課外や学外の活
動も記録。正課でも、例えばレポート
の作成・提出といった単なる実績では
なく、作成過程の振り返りや反省を書
けるようにする。初年次教育でポート
フォリオの活用方法を指導し、リフレ
クションの機会も活用し、実質化を図
る。ポートフォリオに蓄積される学修・
活動履歴の一部を学外に公表できるし
くみを整え、ショーケースとして就職
活動等に活用してもらうことも構想。
それがポートフォリオ作成のインセン
ティブになり、振り返りの質を担保し
て自己プロデュース力の涵養につなが

るはずだ。
　一方、教員による教育改善は、①の
授業に対する反応、②の成長度の両測
定結果と、リフレクションでの学生との
やり取りを蓄積した結果をふまえ総合
的に行う。多様なデータが集積するの
で、学長をトップにした教職協働のIR
組織を１、２年のうちに立ち上げたい。
　先のシラバス改訂では、アクティブ
ラーニングの導入度、授業外学習とし
て必要な内容、時間に加えて必読図書
を明記。これを図書館システムと連動
させ、授業外学習を実質化する。
　ポートフォリオの作成支援は、担当
教員のみならず図書館学修支援員や、
その指導を受けた学生スタッフも担
う。多様なチャンネルで学生をサポー
トしてポートフォリオの実質化を図る。
学修成果の可視化は、一部の教員の力
だけではなし得ない。IRを含む多様な
組織、職員、学生全てを巻き込み、大
学の総合力で臨みたい。（談）

 IRや図書館など
大学の総合力を生かす

【図表２】学修成果の可視化と改善の取り組み

＋

   授業に対する学生の反応の測定

・集中度
・理解度

…

指標
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学生調査

IR教育改善（教員）

目標再設定（学生）
ポートフォリオ

リフレクション（振り返り）
面談による達成度確認と助言

測定

※正課外の活動や学外の活動
による成長も考慮する。

    成長度の測定

・○○する力（レベル）
・○○する力（レベル）

…
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・DP
・産業界とのプロジェクト
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　アクティブラーニングは、基本的に
講義脱却をめざす学習論であり、講義
での「聴く」学習を受動的学習と操作
的に定義し、書く・話す・発表する等
の活動を取り込むことによって「聴く」
を乗り越える能動的学習を指す。
　初期段階、日本で言えば、大学設置
基準の大綱化以降の1990年代半ばころ
から、質的転換答申が出される2012年
あたりまで、アクティブラーニングは、
講義を聴いても十分に理解できない大
衆化・多様化した学生に対する教授法
改善のためのものにすぎなかった。そ
れは、大学の内側の論理で、旧来成り
立っていた講義が成り立たなくなった
ことへの改善的対処であった。
　ところが、学士課程答申（2008年）
から質的転換答申（2012年）を経て現
在に至る中で、学士課程を通しての学
習成果が、学校から仕事・社会への移
行（以下、トランジション）の論理で
説かれるようになり、アクティブラー

ニングの目的が変化した。学士課程答
申で示された学士力の構成次元（「知
識・理解」「汎用的技能」「態度・志
向性」「統合的な学習経験と創造的思
考力」）は、正課教育の観点から見た
トランジション課題への一つの回答で
あった。
　つまり、従来の学士課程教育では、
知識を授けて、その理解をテストやレ
ポートで評価することはあっても（＝
知識・理解）、その習得過程でどんな
技能・態度（能力）（＝「汎用的技能」
「態度・志向性」「統合的な学習経験
と創造的思考力」）を育てたかを評価
することはなかった。講義では育てら
れない他の技能・態度（能力）を育て
ようと、授業デザインを工夫するとい
うことも考えられなかった。そのような
技能・態度（能力）を自覚的に育てる
という発想自体が、そもそも大学には
なかったのだといえる。
　それを、これからは考えていこうと
する。それが学士課程答申・学士力の
示すものである。学士課程答申は、教
員が何を教えるかではなく、学生が何

を学び、どう成長したのかという「教
えるから学ぶへ」の教授学習パラダイ
ムの転換を図ったものとされる。

　大学はなぜトランジション課題を受
け止め、解決しなければならないのだ
ろうか。直接的には、卒業後の仕事・
社会において、学生には知識だけでな
く技能・態度（能力）が求められるか
らであり、その技能・態度（能力）が産
業界から深刻な課題として大学に要求
されているからだと説明される。しか
し、「大学とはそんな場ではない」と、
多くの大学教員が本音として思ってい
るのではないか。アクティブラーニン
グも、この本音のもとでは、まともに推
進されるはずがない。
　しかし、明治以来の近代化された大
学では本当に、学生の出口としての仕
事・社会との接続をまったく気にしな
いで、ただただ学問・知識の伝達だけ
に専心する教育がなされてきたのか。

大衆化への対応から
出口との接続へとシフト

明治期の大学も担った
職業人としての人材育成

組織的な実践と改善により
教授学習パラダイムの転換を

アクティブラーニング普及の背景には学生像の変化がある。
現状のアクティブラーニングは外形にのみ意識が注がれ、
本来の目的を達成できていないケースも多い。
アクティブラーニング研究の第一人者である溝上氏が、PDCAサイクル確立の重要性、
データに基づくエビデンスベースでの改善の必要性を説く。

溝上 慎一
京都大学高等教育研究開発推進センター教授

神戸大学教育学部卒業。1996年京都大学高等教育教授システム開発センター助手、
2003年助教授、2014年6月から現職。京都大学博士（教育学）。著書に『アクティブ
ラーニングと教授学習パラダイムの転換』（東信堂、単著）、『高校・大学から仕事への
トランジション』（ナカニシヤ出版、編著）がある。

みぞかみ・しんいち

オピニオン
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スのフォーマット改訂が考えられる。
オーストラリアの大学のシラバスに
は、授業を通して教えられる「知識」
の欄と、授業を通して身に付くとされ
る「技能・態度（能力）」の欄が分け
て示されるものがある。こういうシラ
バスにしていくことが一案として考え
られる。
　（２）に関して、これらの知識・技
能・態度（能力）をどのように評価する
かの観点を、同じくシラバスの中に書
き込む。知識習得を評価するだけなら
ば、テストやレポートを行えば事足り
たが、アクティブラーニング型授業で
は、それに技能・態度（能力）の獲得
が学習成果の一部に加わるので、評価
に関しては、各種（グループ）ワーク
への参加度やピアレビュー、レポート
や発表に対するルーブリック評価を行
うことが求められる。そうした評価の
観点や全体における割合を、シラバス
の中で明記する。学生がそれを理解す
ることによって努力の方向が明確にな
り、教員が期待する成果に近づける。
　（３）の研修会では、外部講師を呼
んでの講演会も時々あったほうがいい
が、基本的には、学部や大学の教員同
士による授業実践の交流検討会とした
ほうがいい。そこでは、（１）どのよう
な技能・態度（能力）を設定し、どのよ
うに学生を育てようとしたか、（２）評
価はどのように行ったかを、個別授業
の実践を通して教員間で相互研修して
いくのである。
　アクティブラーニング型授業の一般
的な技法や戦略はあるが、最後は、個
別の大学・学部の学生を前にして、ど
のようにすれば彼らを本気にさせられ
るか、その言葉掛けやデザイン、教員
と学生との関係づくりがコツとなる。そ

れが授業の善し悪しを決める。研修会
における個別の授業実践をもとにした
相互研修の意義は、そのコツを互いに
共有することにある。

　第二に、エビデンスベースのPDCA
サイクルをつくることである。学習パラ
ダイムにおける学生の学びと成長を、
エビデンスをもって検証していくこと
である。
　ミクロレベルでは、学習をアセスメ
ント・評価することである。学生たち
は、活動（特に話す・発表する等）の
中では元気がいいが、内容理解は深く
ないし、知識もまったく頭に入ってい
ない、という批判がある。そこでテス
トをしたり、レポートを書かせたりし
てチェックする。テストやレポートは、
誰もが知っている伝統的なアセスメン
ト・評価法である。このようなアセスメ
ント・評価を、活動についても行うとい
うのが、新たな提案となる。
　私は、「ワークシート」を毎回用意
し、そこに、ディスカッションの前の
準備メモや、ディスカッションで何を
考えたか、気づいたかなどを書かせて
いる。授業最後のコメントや質問も、
そのワークシートに書かせて、その１
時間の学生の作業結果として提出さ
せる。それを毎回提出させ、アセスメ
ント・評価資料の一つとする。ワーク
シートは、誰でも簡単に導入できるア
セスメント・評価のツールである。
　レポートやプレゼンテーション、作
品については、ルーブリック評価が
推奨されている。プレゼンテーション
では、学生同士で評価し合うピアレ

ビューもいいだろう。学習をアセスメ
ント・評価する技法やツールをはじめ
から完璧に導入することはできない
し、一授業で何回もこうしたことを行
うのは大変なので、評価のウェイトが
高い観点（例えばプレゼンテーション
や成果物等）の一つから始めてはいか
がだろうか。そして、ミドルレベルで
は、こうした新たな取り組みの成果や
課題を、上述の研修を通して、教員間
で共有していくのである。
　マクロレベルでは、教学IRのデータ
（入試の成績やGPA、単位修得数をは
じめとする教務データ、授業アンケー
トのデータ、各種学生調査データ等）
と連動させたアセスメントが重要とな
る。これには大きく２つの方法がある。
　１つは、ミクロレべルと連動させた
アセスメントである。３つ、４つ検討
対象とする個別の授業を決め、その授
業における学生の学習に対する取り組
み方や学習成果を、教学IRのデータ
とマージしてアセスメントするのであ
る。ある授業で、どういうタイプの学
生が良い形でアクティブラーニング型
授業に臨んでいるのか、いないのか。
一般的には問題のある学生が、ある授
業で熱心に学習に取り組んだとする結
果が見られるのか否か。こうしたこと
が、この方法で明らかとなる。問題の
ある学生が、ある授業で熱心に学習に
取り組んだとする結果が見られれば、
その授業の何がよかったかを考え、研
修を通しての教員間の共有知とするこ
とができる。
　２つ目は、アクティブラーニングに意
欲的に取り組み、学習成果を上げた学
生とそうでない学生とを比較して、４
年間、将来的な課題としては卒業後３
〜５年間、成長の変化を追跡すること

実質化の要件②
エビデンスに基づく検証

育の中身を深刻に問うている。大学教
育がトランジションを課題として受け
止め、解決しようとするのは、そもそも
大学を含めて学校教育が、学校から仕
事・社会へのトランジションを社会的
機能として内包しているからである。
中身（教育）と出口（仕事・社会）との
接続がずれれば、合うようにチューニ
ングをする必要がある。

　トランジション課題を解決するた
めには、まずアクティブラーニングの
形をつくり、充実させることが求めら
れる。
　第一に、とにかく、書く・話す・発
表する等の他者・集団への表現の活動
を、授業デザイン、学生の学習の中に
組み込むことである。そうして、学習
を個人的なものから（個人的学習）、
社会的なもの（社会的学習）へと拡張
することである。
　いくら知識を持っていても、いくら
頭の中でよく理解していても、それを
他者や集団に適切な言葉でうまく伝
えられない、考えの異なる他者と批判
的に議論ができない、発表できないと
いうことでは、卒業後の仕事や社会生
活を力強く過ごすことはできない。仕
事や社会生活において、書く・話す・
発表するなどの活動に伴う技能・態度
（能力）が必要であり、産業界からそ
の育成を期待されているのだから、そ
れらが大学教育のトランジション課題
となることは、避けられないのである。
　書く、話すなどを組み込むだけで、
十分な学習成果を挙げるに至らない授
業が、一つの問題になっている。しか

し、結局のところ、それは、授業者の
授業デザインやアクティブラーニング
の戦略、ファシリテーションが問題な
のであって、アクティブラーニングとい
う学習論が問題なのではない。
　学習成果の中に、講義では育てられ
ない技能・態度（能力）（特に、ディス
カッションや協同学習を通して育てら
れるコミュニケーションやチームワー
クなどの技能・態度［能力］をイメージ
すればよい）の育成が課題となってア
クティブラーニングが導入されている
以上、講義時代の知識習得を主とする
学習成果を基準に批判されてもしかた
がない。
　初めからうまくいく授業などあるは
ずがないので、まずは授業デザインに
活動（書く・話す・発表する等）を組
み込む。うまくやれるようになってきた
ら、知識習得の水準にも目を向けて、
期待される学習成果に近い授業へと改
善していく。教員個人にできることは、
これの繰り返ししかない。

　アクティブラーニングをこれからの
大学教育に着実に根付かせ、実質化す
るために必要な取り組みは山ほどある
が、以下に３点述べる。
　第一は、明確な目標の下で授業をデ
ザインすることである。このために、
（１）各授業における学習目標を知識
だけでなく、技能・態度（能力）の側面
にまで広げて設定すること、（２）その
評価方法を確立すること、（３）改善
のための研修を定期的に行うことが挙
げられる。
　（１）に関する具体案として、シラバ

「帝国」大学をはじめ法律学校や宗教
系の教養教育、女子の専門教育をはじ
めとする私立の専門学校（後の私立大
学）の教育の社会的意義は、まさに近
代社会という新しい時代を生きる職業
人としての人材育成にあった。
　それまでなかった、大学を含めての
学校教育資格（学歴）というものが、
仕事・社会の中で受け入れられ、機能
するようになるには、明治初期から大
正・昭和にかけての半世紀近い長い年
月を要した。
　乱暴な言い方ではあるが、出口（仕
事・社会）とうまく接続していれば、そ
の後、手前の中身（教育内容）は深刻
に問われない。しかし、出口との接続
が問われると、中身が問題になる。今
はそういう状況である。かつてのよう
に、学生の技能・態度を授業以外の場
で育てることは難しくなっている。読
書や授業外での学生同士の議論もほと
んどなされず、職場における仕事のし
かたも、一昔前のものとはまったく異
なる。議論をどのように展開しても、出
口との接続が問題となっているという
以外、トランジションがなぜ課題とな
るか決定的な理由は見いだせない。
　出自（親の社会的地位や土地、財産
等）からの脱却、ライフコースの個人
化を推進する近代社会の装置として
設立された学校が持つ（仕事・社会へ
の）トランジション機能は、近代化の
命題のもとあまりにも当然すぎ、それ
自体が概念化されることはなかった。
それが今、概念化されている背景に
は、まさにトランジションの問題が、は
じめは高校卒から、徐々に大学卒の教
育資格まで広がり、十分に機能しなく
なった事実がある。
　この出口との接続問題が、今日、教

書き、話し、発表する
「社会的学習」の拡張を

実質化の要件①
明確な目標の下での設計

　● 特集　アクティブラーニングの実質化
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教員の中心業務であるが、それを取
り巻く環境支援は、できるだけ職員に
担ってもらえれば助かる。教員の教育
に係る業務は膨大な量に達しており、
限界を超えている。以下に述べる事項
については、（専門）職員を配置して、
教員には少しでもアクティブラーニン
グ型授業づくりのための時間を与えて
ほしい。それが結果として、大学全体
の教育力向上につながる。このような
考えは決して机上の空論ではなく、そ
れを実践しているいくつかの大学の事
例を参考に述べている。
　第一に、これはよく言われている
ことだが、図書館やラーニングコモン
ズ、アクティブラーニング・スタジオ
などの学習環境の整備（設置・改装・
予算措置等）である。デザインは教員
に任せ、教員が決めたデザインを業者
に発注するだけといった職員の仕事の
しかたはもう古い。これではいつまで
経っても、教員の仕事は減らない。ど
のような学習環境が有効なアクティブ
ラーニングの推進につながるのかを、
職員自身が他大学を訪問したり、アク
ティブラーニングの講演会や研修会に
参加したりして勉強しなければならな
い。教員自身、経験がないのだから、

わからないのである。その負担を職員
も分担できるといい。
　第二に、アクティブラーニングに関
する研修会の外部講師や事例紹介の
選出・交渉を職員が行う。このような
部分を職員の勉強によって支援ができ
れば、教員はより一層一つ一つの授業
づくりに注力できる。
　第三に、いわゆるPBL＊における学内
外との連携がある。アクティブラーニ
ングを推進する中でたどり着くのは、
PBLの授業である。これを実施すると
き、さまざまな部署、企業、官公庁との
連携が必要であり、まずは、コネクショ
ンづくりから始めることになる。コネ
クションができても、毎年の依頼や調
整がある。経費の捻出や予算化も必要
だ。これを教員が負担し、同時に充実
したアクティブラーニング型授業も行
えと求めるのは、どう考えても無理が
ある。ここを職員に担ってもらえない
か。支援という言葉では弱いかもしれ
ない。分担である。
　アクティブラーニングの実質化に向
けた一つ一つの課題は重い。しかし、
ここは教授学習パラダイムの転換とし
て正念場でもある。根気よく、中身の
ある形に仕上げていきたい。

である。これは、教学IRにおける学生
調査を基本とし、場合によっては、個
別の授業での学生の学習成果もマージ
して行う。（図表）
　アクティブラーニングの究極の成
果は、一つ一つのアクティブラーニン
グ型授業に意欲的に参加させ、彼ら
の技能・態度（能力）がどれだけ育っ
たかにあるのではない。学生がトラン
ジションの文脈で、卒業後、力強いア
クティブラーナーとして育ったかにあ
る。直近のマクロ的作業としては、４
年間の個人の追跡データを教学IRとし
て構築していくことである。数年先に
は、卒業後のデータまで加えていく。
そうしたデータをもとに、研修でミク
ロの授業をアセスメントし、改善・発
展させる。こうしたエビデンスベース
のPDCAサイクルをつくり、回していく
ことが、今まさに喫緊の課題となって
いる。

　アクティブラーニングの実質化の第
三の要件は、職員による支援である。
アクティブラーニング型授業の実施は

実質化の要件③
職員による支援

【図表】教学IRとマージしたアクティブラーニングのアセスメント・評価

意欲的だった
学生群

意欲がなかった
学生群

追跡調査
意欲的だった
学生群

意欲のなかった
学生群

追跡調査

教学IRデータとマージ

大学 社会１年生 ２年生 ３年生 ４年生 卒業後
1〜2年

卒業後
３〜５年ト

ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン

アセスメント
評価

アセスメント評価（ミクロレベル）

意欲的な学生群 意欲のない学生群
アクティブラーニング型授業科目Ｂ

その他の授業科目や活動

意欲的な学生群 意欲のない学生群

アセスメント評価（ミクロレベル）

意欲的な学生群 意欲のない学生群
アクティブラーニング型授業科目A

その他の授業科目や活動

意欲的な学生群 意欲のない学生群

＊ プロジェクト型、問題解決型学習の両方をさす。
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　アクティブラーニング型授業は、
「思考を活性化する授業形態」を広く
指し、さまざまな工夫が含まれる。こ
れらの共通点は、学生の主体性を促進
しながら実社会との関連の深い課題を
継続的に探究することである。そこで
めざすのは、いわゆるジェネリックス
キルと呼ばれる主体性、コミュニケー
ション力、課題発見力、チームワーク
など、職業領域を問わず社会生活上、

重要な技能の向上である。
　本稿では、個々の授業科目における
実践のみならず、学士課程プログラム
の中で計画的に位置付けられ、組織的
に支援されている取り組みを紹介す
る。この支援があってこそ、狙いとする
ジェネリックスキルの育成が可能とな
る。中でも、高度なアクティブラーニン
グともいうべき実践、すなわち、既有の
ジェネリックスキルを活用しながらさ
らに総合的なスキルアップができるよ
う、さまざまな工夫を有機的に組み合
わせて学習を進める方法を紹介する。

　筆者らは、経済産業省が示した社会
人基礎力の育成や教育関連企業のアク
ティブラーニングに関する調査報告、
関連するGPの資料を基に、アクティ
ブラーニングを組織的に行う10大学を
選定し、2011年に訪問調査を行った。
今回、その中の４大学に追加調査をし
たうえで現在の取り組みを紹介する。
各大学について、アクティブラーニン
グの①位置付け、②内容・クラスサイ
ズ、③実施体制、④授業・教員・学生
に対する支援という４つの観点でまと
める。

科目の位置付けや
支援体制に着目

❶位置付け
　広島経済大学は、社会が期待する人
材を育成するという観点に立ち、2006
年度から「ゼロから立ち上げる」興動
人の育成を教育目的と定め、「人間力
開発プログラム（興動館教育プログラ

ム）」を開始した。このプログラムは、
「基礎知識開発プログラム（専門科
目・共通科目・キャリア科目・能力開発
科目）」、「プレゼンテーション能力開
発プログラム（ゼミ科目）」と並ぶ３つ
の教育プログラムの中の１つである。
　同大学では、「人間力」を①自分の
心の壁を取り払い自分をさらけだすこ
とができる勇気、②相手の心を推し量
り相手にうまく働きかけることができる

能力、③個人の持つ諸能力や人を引き
付ける魅力を発揮して人と共に何かを
成し遂げる力、と定義している。
　「興動館教育プログラム」は、知識
修得型の興動館科目（正課）と実践応
用型の興動館プロジェクト（正課外）
から成り、両方の相互作用によって
「人間力」を育成する。前者は、何年
次でも履修できる自由選択科目で、単
位認定される。

アクティブラーニングの
組織的実践の要件とは

アクティブラーニングは、個々の科目単位での実践ではなく、
学士課程プログラム全体の中に計画的に位置付け、組織的に支援・実践してこそ、
めざすジェネリックスキルの育成を可能にする。
筆者が共同で行った訪問調査から４つのグッドプラクティスを紹介し、
組織的実践の要件を示してもらう。

川越 明日香
長崎大学大学教育イノベーションセンター助教

1984年、鹿児島県生まれ。2007年長崎大学教育学部卒業。2009年同大学大学院教
育学研究科修了。同年から広島大学大学院教育学研究科博士課程後期在籍、2013年か
ら現職。専門は教育心理学、大学教育研究。著書に『学生の納得感を高める大学授業』

（山地弘起・橋本健夫編著）がある。

かわごえ・あすか

レポート＆提言

●広島経済大学
　「興動館教育プログラム」
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❷内容・クラスサイズ
　2014年度は、30の興動館科目と19の
興動館プロジェクトがある。
　興動館科目は、「元気力」、「企画
力」、「行動力」、「共生力」の４つの
フィールドから成る。クラスサイズは20
〜30人。フィールドワークや発表を重
視した双方向授業を展開している。
　興動館プロジェクトは、国際交流、
社会貢献、地域活性、経済活動等の各
分野のプロジェクトに、学科、学年の

枠を超えたグループで取り組む。３人
以上で取り組む入門プロジェクトから
50人以上の公認プロジェクトAまでの
カテゴリーに分かれている。
❸実施体制
　興動館教育プログラムは、教職協働
による「興動館スタッフ」が中心となっ
て運営している。
❹授業・教員・学生に対する支援
　興動館プロジェクトでは、毎月１
回、全プロジェクトの代表学生による

リーダーズ会議を開き、各プロジェク
トの進捗状況を報告する。
　興動館スタッフやコーディネーター
（教職員）が積極的に関わり、プロ
ジェクト運営をサポートする。
　学生は、入学後すぐに、大学での目
標を明らかにし、その達成の具体策を
考えるために「夢チャレンジシート」を
記入する。入門ゼミ担当教員による面
談等を通して４年間のキャリア形成を
支援する。

❶位置付け
　「ビジネス・リーダーシップ・プログ
ラム（BLP）」は、経営学部経営学科
のコアカリキュラムであり、クライアン
ト企業＊との連携教育も組み込んでい
る。１年次前期から３年次前期までの
５学期間、各年次の前期にグループプ
ロジェクトの実行、後期にスキル強化
の演習を交互に繰り返して内容を高度
化していく。
　リーダーシップの学びを深めるた
め、「チームメンバー同士のフィード
バック」とフィードバックから見えた自
分のよい点、改善すべき点を文章化す
る「振り返り」を重要視している。
❷内容・クラスサイズ
　「BL０：リーダーシップ入門」（１年
次前期、必修）：チームでビジネス課
題の解決に取り組み、リーダーシップ
と専門知識の必要性に気づかせる。20
人程度のクラス。
　「BL１：ライティング」（１年次後
期、必修）：論理的思考力を養う。20
〜30人クラス。

　「BL２：問題解決グループプロジェ
クト」（２年次前期、必修）：クライア
ント企業に対する企画提案。20〜30人
クラス。
　「BL３：スキル強化」（２年次後
期、選択）：自分の強みと弱みがはっ
きりしてくるので、以下の３テーマか
ら選択：（A）講義とグループワーク
（ケーススタディやビジネスゲーム）で
リーダーシップを理論づける、（B）グ
ループ討議やペアセッションでコミュ
ニケーションスキルを養う、（C）対話
法と文章添削で批判的思考力を養う。
２クラスで少人数〜中人数。
　「BL４：起業グループプロジェク
ト」（３年次前期、選択）：年度ごと
に変更するが、起業またはクライアン
ト企業に対するビジネス戦略の提案
について演習する。少人数〜中人数ク
ラス。
　各自のポートフォリオは、学生間の
相互評価などをふまえて「リーダー
シップ持論」を書かせ、時間の経過に
伴う深まりを確認している。
❸実施体制
　BL０は経営学部全員必修、BL１と
BL２は経営学科必修で、経営学部の
大多数の専任教員が授業を担当する。

必修科目（BL０、BL１、BL２）は、そ
れぞれ複数のクラスを同じ時間帯に開
講し、共通のシラバスと教材を使用す
る。質保証のためだけでなく、最終的
に各クラスの代表者が発表を行うコン
テスト方式を採用することが多いため
である。ウェブ上の教員掲示板を利用
して教材配付と質疑応答を行い、必要
に応じてSAを交えて授業準備を行う。
❹授業・教員・学生に対する支援
　前年度の成績優秀者からSAを選抜
し、各クラスに１、２人をつける。
　問題解決型授業（BL０、BL２、BL
４）では、隣のクラスの教員がグルー
プワークの成果を採点し、コメントす
る（セカンドオピニオン）。これには、
クラス間の授業内容の平準化という狙
いもある。複数クラスの授業の教員と
SAは、学期開始前後には合同で研修
を行い、学期中も週に一度のミーティ
ングによってクラス間の授業内容や進
行状況を確認・調整する。学期開始前
後には合同で研修を行う。
　SAは、受講生にとってロールモデル
であると同時に、ピアカウンセラーでも
ある。グループワークになじめない学
生にアドバイスをしたり、授業外にカ
ウンセリングを行ったりする。

❶位置付け
　大学教育と社会貢献を融合させた
「サービスラーニング」、新入生支援
も目的とする「初年次セミナー」等の
初年次の科目をはじめ、多くの科目で
アクティブラーニングを展開している。
❷内容・クラスサイズ
　「サービスラーニング」では、専門
的分野と関連する社会参加活動を行
い、地域住民や仲間との人間関係調
整力と自己発見力を身に付ける。「準

備」、「参加と気づき」、「伝え合いと
分かち合い」、「ふりかえり」の４つの
ステージを設定。各ステージで細かい
PDCAサイクルを意識させ、学習目的
を明確化するとともに、体験による知
識の総合化を促進する。2015年度から
は、必修化される「コミュニティスタ
ディ」と「グローバルスタディ」の中に
取り込まれる。
　「初年次セミナー（１年次春学期、
必修）」では、自らの個性・行動特性・
価値などを知るための自己分析、コ
ミュニケーション能力の育成、取り巻く
社会状況の認識と理解などをテーマと
して、主にグループ演習や体験学習を

行う。2015年度からはPBLを導入し、
社会人基礎力の基盤形成を図る。ま
た、能力の継続的向上のために、eポー
トフォリオの活用を定着させる。
　成績はレポートで評価する。１つの
科目を複数の教員が担当する場合も、
学科、専攻ごとに共通の「コモンルー
ブリック」を使用している。ルーブ
リックによる採点・評価は、2011年度
から全学的に実施することを推奨して
いる。答案や主要レポートを学生に返
却する「リフレクション・デイ」を学期
末に設けた。
❸実施体制
　共通教育機構が中心となり、全体の

❶位置付け
　工学部総合システム工学科では、機
械工学、電気電子工学など、複数の工
学分野の知識を身に付け、学際融合型
の先端技術に対応できる人材の育成を
めざしている。基軸となるPBL科目を
１〜３年次の全ての学期に必修科目と
して配置。各学年の基礎分野・専門分
野の講義、実験・演習と連携させてい

る。PBL科目では、コミュニケーション
能力、行動力、問題発見能力、課題解
決能力、プレゼンテーション能力、モ
デリング能力など、企業で研究開発を
行うために必要な総合力を育成する。
❷内容・クラスサイズ
　いずれの科目も週１回、２コマ。４〜
７人のチームによるグループワークを
主体とする。PBL科目の内容について
は、図表に示す。
❸実施体制
　各科目は学科全体で取り組まれ、３
年次の通年科目ではチームに教員が１

人付く。総合システム工学科の４人の教
員でPBL教育推進室を構成し、PBL科
目の運営や改善のためのサポートを行
う。総合システム工学科でのPBL基軸
工学教育の成果を受けて、2015年度か
ら工学部全体に展開し、全６学科で１
年次と３年次にPBL科目を必修にする。
❹授業・教員・学生に対する支援
　チームごとに院生または４年生の
TAが配置されている。
　学生、教員それぞれが書く週報を運
用。質問や相談には、教員とTAが授
業内外で対応する。

【図表】PBL科目の内容

履修年次 科目名 内容 クラスサイズ

1年次前期 入門系PBL 導入教育として、PBLの基礎となるコミュニケーション能力、プレゼンテーショ
ン能力の向上をめざす。

学科全体で１クラス 51人、
４〜７人のチームでグループ
ワークを行う。

1年次後期 情報系PBL コンピュータを効果的に活用してテーマ調査、作品制作、プレゼンテーション
を行う。

2年次前期 プログラミングPBL 実践的なプログラミング技能を育成することを目標に、組み立て型ロボットや
ゲーム等のプログラムをチームで開発し、プレゼンテーションする。

2年次後期 計算数理系PBL 既知の数学・物理学の問題について、コンピュータを利用したさまざまな方法
を駆使して解法を導く。

3年次通年 システム系PBL 上記科目の集大成として、オープンエンドのテーマについてチームの総力を結
集して研究・調査に取り組む。

●関西国際大学
　「サービスラーニング」ほか

●九州工業大学工学部
　「PBL科目」

＊ 問題解決プロジェクトの出題と審査を分担する連携企業。

●立教大学経営学部
　「ビジネス・リーダーシップ・
　プログラム」

　● 特集　アクティブラーニングの実質化
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　以上４つの事例を含め、訪問調査を
実施した10大学のアクティブラーニン
グは、初年次教育、キャリア教育、専
門教育など、多様な領域において実践
され、ジェネリックスキルの育成という
目的に加え、大学ごとの目的に合った
カリキュラムが整備されている。また、
アクティブラーニング以外の科目とも
有機的に組み合わされている。これら
の事例から、組織的実践のための２つ
の要件が浮かび上がる。
　第一に、イニシアチブをとる部署ま
たは教職員集団が明確に存在すること
である。どの事例でも、単に部署が存
在するということ以上に、スタッフの
高いコミットメントが印象的であった。
プログラムの運営における教職員間
の垣根も低く、教職協働が自然に成り
立っている様子がうかがえた。イニシ
アチブ組織のスタッフの学生に対する
懇切丁寧な関わり方も、ほぼ共通して
いる。
　しかも、困難なプログラム開発を経
験したスタッフの存在は、「社会人基
礎力」を具現した姿として学生たちに
好影響を与えていると推察できる。
　学修成果の可視化や質保証とも関連
して、科目の責任者が共通のシラバス
や教材を作成し、担当教員間で授業内

容や評価方法を平準化することは、教
育目標とその達成のためのアクティブ
ラーニングに対する共通理解を深め、
授業実践をより目的整合的なものにし
ている。もちろん、マニュアル化が進
みすぎると、個々のクラスや学生の状
況に十分に対応できなくなるため注意
が必要であるが、教員の創造性と臨機
応変さを妨げない範囲で実践の方向を
共有することは、不可欠であろう。こう
した作業を含め、プログラムの運営に
必要な人的措置とインフラ整備は必須
である。
　組織的な実践のための第二の要件
は、授業の支援、教員の支援、学生の
支援、いずれにも十分な配慮がなされ
ていることである。
　特に、学生スタッフが大きな役割を
果たしている点は印象的であった。受
講生から見れば、TAやSAはロールモ
デルであり、学習ファシリテーターで
あり、ピアカウンセラーであって、教職
員よりも遙かに身近で信頼がおける存
在であろう。
　こうした先輩たちは、受講生の目線
に近いところで学習をサポートでき、
授業運営に参画して改善を促す大きな
存在となりうる。それが学生スタッフ
自身の成長をも促す一方、教員の側に
責任の所在と役割範囲についての十分
な認識がなければ、過度の依存という
危険をももたらすことになる。教職員

には、学生を「使う」という発想ではな
く、学生と共に成長するというスタン
スが求められる。

　結論として、アクティブラーニング
型授業は、学生だけでなく教職員の側
にも不断のアクティブな関わりを要請
する。教員個人に過重負担を強いると
決して持続できないため、アクティブ
ラーニング型授業を所期の学修成果
につなげるためには、教職協働による
モチベーションの高いイニシアチブ組
織、学生スタッフの協力を得た十分な
支援体制が求められる。
　何より大切なことは、それぞれの大
学独自の文化を育てていくことではな
いだろうか。現在、各大学では、アク
ティブラーニング型の授業実践のさま
ざまな取り組みを進めている。その中
には、今回の調査事例のように組織的
に実践している大学もある。しかし、
それらを丸ごと模倣しても同じように
うまくいくとは限らない。まずは、自学
の教育目標や教育理念に合った「教育
を語る文化」をつくることが大切であ
る。それによって論議が始まり、教育
の改善や改革に向けた動きが生まれ、
教職協働の組織的な実践が広がってい
くことを期待したい。

垣根の低い教職協働と
学生スタッフのサポート

出発点となるのは
「教育を語る文化」の創造

マネジメントを行う。
❹授業・教員・学生に対する支援
　初年次セミナーでは、クラス担任
のようなアドバイザーとロールモデル
となる上級生のメンターがサポートす
る。メンターは、初年次セミナーだけで

なく、授業や新入生サポートも行う。
　専任教員を対象にFD研修会を年に
５日行う。非常勤講師に対しては、年
１回の説明会で、学長による教育理念
や教育改革についての講話に加え、高
等教育研究開発センターによるルーブ

リックを用いたレポート評価のカリブ
レーション等のワークもする。
　「学習支援センターオフィスア
ワー」を設け、学習面で不安を抱えて
いる学生のサポートもしている。

参照文献：山地弘起・川越明日香「国内大学におけるアクティブラーニングの組織的実践事例」（2012 年、長崎大学 大学教育機能開発センター紀要第３号 p.67-85）
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授業を「教員の聖域」から解放し
組織的な支援、改善を行う

企業や地域と連携したアクティブラーニングに実績のある産業能率大学は、
教育手法と学修成果との関係を客観的に把握するために、
個々の教員に委ねてきた授業に組織として入り込み、観測や分析を行う。
学内外の資源を総動員する「ALL産能」体制で、
より機能的なカリキュラムの編成と指導力向上をめざす。

産業能率大学

事例①

　「一人ひとりが成長するSANNOの
アクティブラーニング」をキャッチフ
レーズに広報を展開する産業能率大学
は、以前から能動的な学修の推進に力
を入れてきた大学の一つだ。
　まだアクティブラーニングという言
葉がほとんど使われていなかった2000
年頃から実践重視の授業形式を試み、
自由が丘商店街の活性化、製菓会社
とのタイアップによる菓子のプロモー
ション、地元の観光促進組織の指導を
受けて行う名産品開発など、地域や企
業との連携を生かしたPBLの豊富さが
教育の特色になっている。
　テーマⅠ（アクティブ・ラーニン
グ）、テーマⅡ（学修成果の可視化）
の複合型に選定された大学教育再生加
速プログラム（AP）の取り組みには、
さまざまな学内組織に学外の提携先も
加えたあらゆるリソースを投入。新設
する教育支援センターが学生や教員か
ら多様なデータを収集し、その分析結
果を基に、これまで各教員に委ねられ
ていた授業の手法や内容に入り込み、
教育効果の最大化を狙う（図表）。

　同大学は多くの実践型授業を設け
ており、例えば経営学部マーケティン
グ学科では、専門科目29のうち15科目
がアクティブラーニングを主体とした
授業である。しかし、全ての授業をア
クティブラーニング主体にしようとし
ているわけではない。座学による知識
の吸収、演習による知識の活用を繰り
返し、互いが補完し合うカリキュラム
を組んでいる。
　現在、ほぼ全学を通じて、座学が主
体の授業は、１年次から４年次まで継
続的に設置されている。並行して設置
されるアクティブラーニング主体の授
業を、同大学は２つのステップに分け
て考えている。１つは、１年次から２
年次前期の一般的なアクティブラーニ
ング。体験を通して、あえて基礎力不
足を自覚させ、知識修得の動機付けを
することが主な目的だ。もう１つは、２
年次後期以降に行う高次のアクティブ
ラーニング。修得した専門知識をいか
にして活用するかが授業の主眼だ。
　大学の特色として打ち出しながらも
「アクティブラーニングありき」には
ならない考え方の背景には、早期から
醸成されてきたカリキュラムの体系化
に対する意識がある。2010年度には、

ディプロマポリシーを具体化した「到
達目標」を全学部・学科が設定。全て
の科目について、どの到達目標を達成
するために設置されているのかをシラ
バスに明記した。以来、目標達成が効
率的になされるように、座学と演習の
バランスを調整している。
　それでも、AP実行委員の一人であ
る杉田一真准教授は、現状のカリキュ
ラムの体系化はまだ過渡期であると言
う。「基本的に学部主導でつくられて
いるため、自身が担当する科目がカリ
キュラム全体の中で果たす役割を十分
に理解していない教員もいる。授業の
中身を透明化して共有し、自身の担当
科目と他の科目の関係性を教員同士が
話し合ったうえで、ナンバリングがな
されるのが理想だ」。

　林巧樹入試企画部長は、学内のア
クティブラーニングの現状について、
「科目数は充実してきたが、質につい
ては教員によって差がある」と述べ
る。そこで、2014年度に設置されたの
が教育支援センターだ。AP選定を機

学内の多様なデータを
教育支援センターに集約

授業の手法をデータ化し
他の指標との関係を探る
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　● 特集　アクティブラーニングの実質化

に、アクティブラーニングを含む全学
の教育の質や成果を可視化し、改善す
ることが目的だ。
　センターは、授業に関するデータ
を収集、分析し、結果を学部長に伝
える。学部長は、全体的な傾向をカリ
キュラムの改善に生かす一方、個別の
授業のデータについては担当教員との
面談の場を設け、センターの職員と共
に分析結果をフィードバックし、授業
の改善について助言する。
　収集するデータの中でも特徴的なの
が、授業のプロセスを可視化する「ス
タッツデータ」だ。学生の調査員が授業
に同席し、講義と演習の時間配分、教

員の教室内の移動、学生の質問や教員
との対話の数などを記録する。このデー
タを、教材の内容や成績分布、授業満
足度などと組み合わせて分析し、より
効果的な授業方法を探る。
　「スタッツ」とは、スポーツの世界
で選手のプレーを統計的に処理でき
るデータにしたもののこと。同大学は
Jリーグの湘南ベルマーレと提携して
おり、観察や記録の方法に関するアド
バイスを仰いだ。調査員になるのはト
レーニングを受けた学生だ。2014年度
中に複数の授業で調査を試行し、十数
人を育成した。
　「これまで各教員に問われてきたの

は出席率や授業満足度など、授業の
“結果”だ。“プロセス”である授業そ
のものは、不可侵の聖域として扱われ
てきた面がある。そこに手を入れるの
は難しいかとも考えたが、『本学なら
できる』という宮内ミナミ学長の言葉
に背中を押されて導入に踏み切った」
と杉田准教授は話す。
　教員同士の授業参観が活発に行わ
れるなどのオープンな学風が、スタッ
ツデータ取得を可能にする下地となっ
ている。
　教育支援センターは、２学部の学部
長のほか、それぞれの教職員で構成。
林部長は、特に職員の参画をポイント
に挙げる。「例えば教務課は、シラバ
スの作成や授業評価など、授業の最初
と最後に関わっている。センターで授
業のプロセスに関わることにより、シラ
バスの抜け漏れを見つけたり、授業評
価の意図を理解したりと、主体的に教
育改革に参加できるようになる」。
　現在は教員が行っているPBLの協
力先企業との交渉なども、今後はセン
ターの職員が担い、教員が授業に集中
できる環境をつくる。

　アクティブラーニングに不可欠な授
業外学習の実質化にも力を入れる。
　2015年度からシラバスに授業外学
習の内容と取り組み時間の目安を明記
し、その学修成果を成績評価の対象に
加えることになった。関連書籍を読ま
せるのであればどんな確認テストを行
うのか、レポートを課すのであれば執
筆要件や採点基準をどのように設定す
るのか、精緻な設計が求められる。教

員が課題の出し方や評価方法に迷っ
た際は、教育支援センターが相談に乗
る。実際の学習時間については、「学
習行動データ」の一部としてアンケー
ト調査を行う予定だ。成功例、失敗例
の知見が溜まった段階で、FD研修会
で共有する。
　これら授業外学習に関する施策に
は、短大を含め７千人以上の学生を擁
する通信教育課程のノウハウが援用さ
れているという。学外での学習状況の
把握、その成果の可視化が必要だとい
う点で、通信教育と授業外学習が共通
していることから得た発想だ。
　ただし、授業外学習が厳密に実施さ
れると、負担が大きくて授業について
いけない学生が増えることが予想され
る。そのため、これまであまり実効性
のなかった学習支援センターの機能を
強化する。もともと所属していた職員
に加え、マネジメント担当の教員を複
数人配置。教員は、ラーニングコモン
ズでの勉強会の企画、成果に差が出や

すい授業に対するSAの増員などの検
討を行う。

　従来、授業と授業外の総合的な学
修成果の指標にはGPAのみを使用し
てきたが、APではこれを改め、知識
（GPA）、技能（リテラシー）、態度
（コンピテンシー）の３側面から把握
する。技能と態度は、ジェネリックス
キルを測定する外部の標準テストに
よって評価。３年次までの全学生に加
え、キャリアセンターの協力を得て卒
業生も実施対象とする。
　標準テストは数年前から導入して
おり、既にカリキュラムの改善に生か
されている。大学として育成に自信が
あった協働に関する力の伸びが期待ど
おりではなかったことから、2014年度
はPBL科目を大幅に拡充。１年次のゼ
ミで３回のPBLを必修化し、社会人と

協働する機会を増やした。
　ただし、標準テストは各学生の学修
成果の総体を表すのみで、どの授業が
どの能力に影響を与えているのかまで
は追うことができない。今後は授業ご
とに、どの能力が伸びたかの自己認識
を問うアンケートを行う考えだという。
　「今のところ、学生は主に興味に
従って科目を選択しているが、本来は
不足している能力を把握したうえで、
それを補填する科目を履修すべき。学
修成果や学習行動を測定、分析するこ
とにより、学生が自身の成長に主体的
に関わるしくみの構築をめざしたい」
と杉田准教授は述べる。
　学修成果に限らず、教育支援セン
ターに蓄積されたデータは、学外にも
積極的に発信する方針だ。大学IRコ
ンソーシアムを通じて他大学と共有す
るほか、入試センターの高校教員との
ネットワークや社会人教育部門の機能
をいかし、高校教育、社会人教育の質
向上にも役立てる。

授業外学習の成果を
成績評価にも反映

知識に加え技能や態度も
学修成果の指標に
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　経営学部マーケティング学科は、
2013年度から「AL入試」による募集を
行っている。受験生は「アクティブラー
ニング体験 DAY」等のイベントでグルー
プワークを体験し、「ALプレ入試」で実
際の入試と同じくグループ討議、レポー
ト作成、面接による試験を受験。そのう
えで同じ内容の入試本番に臨む。優秀
な学生を確保するという狙い以上に、「こ
うした選考過程を楽しめる受験生に入
学してほしい」というメッセージを広く

高校に伝える意図がある。
　入試企画部の林部長は、「大学の授業
が大きな変化を遂げていることを知らな
い高校教員も多い。大学の取り組みを
示すことにより、高校にも改革を促した
い」と語る。

　産業能率大学は、2007年度開始の
「キャリア教育推進フォーラム」を皮切
りに、「授業力向上フォーラム」「アクティ
ブラーニング実践セミナー」といったイ
ベントを、高校教員を対象に全国で開

催している。
　高校時代からキャリアについて考え
主体的に学んできた学生と、受験一辺
倒だった学生では入学後の伸びが明ら
かに異なることから、高校教育とのコン
タクトを図ろうとしたのがイベント開催
のきっかけ。自学で効果のあった主体的
な学びの手法を伝えている。
　一般に、高校のアクティブラーニン
グに対する意識は立ち後れていると言
われるが、この授業手法や効果を扱う
回は毎回人気があり、最近は募集期間
中に満席になるという。

アクティブラーニングを通じた高大接続
入試で伝えるメッセージ

ノウハウを高校にも提供
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　● 特集　アクティブラーニングの実質化

全学でめざす能力の育成のため
全ての能動的学修を体系化

教養教育（基盤教育）においてアクティブラーニングの導入を進めてきた宇都宮大学は、
全ての正課科目のアクティブラーニング的要素を顕在化し、
科目ごとの知識・技能に加え、ジェネリックスキル獲得のためのカリキュラムの体系化を全学的に進める。
既存の科目ですでに実践されているアクティブラーニングの要素を可視化することによって、
学部教員に気づきと改革への参画を促す点に特徴がある。

宇都宮大学

事例②

　宇都宮大学ではジェネリックスキル
の育成を目的に、アクティブラーニン
グを主体とする授業を「アクティブ・
ラーニング科目」（以下、AL科目）と
名付け、リテラシーや教養、人間性な
どを身に付ける基盤教育の教養科目
に組み込んでいる。その展開に関して
2013年度に文部科学省の特別経費を獲
得＊。さらに、山形大学職員として学士
課程教育の改革に努めた経験のある蜂
屋大八氏を基盤教育センターの特任准
教授として招くなど、AL科目の拡充を
進めた。
　2014年度には大学教育再生加速プロ
グラム（AP）のテーマⅠ（アクティブ・
ラーニング）、テーマⅡ（学修成果の可
視化）の複合型に選定された。AL科目
を必修化するほか、全科目を対象に、
授業でのアクティブラーニングの手
法とその効果を可視化する。さらに、
ジェネリックスキル修得のための学士
課程教育全体の体系化と学修成果の
評価システムの確立をめざす。当初の
３年間は基盤教育、2017年度からの２
年間は各学部の専門教育が対象だ。

　宇都宮大学がジェネリックスキルの
育成に取り組み始めたきっかけは、東
日本大震災だった。東北の玄関口に
位置することから、復興に必要な行動
力や構想力の育成が大学の果たすべ
き役割であると認識。自学が育成する
ジェネリックスキルを、教育目標にあ
る「行動的知性」という言葉で表現。
獲得した知識の体系を実際の行動に
つなげて社会の課題解決を図ることを
重視し、講義型科目と連携する実践型
のAL科目を2011年度に開設、知識を
行動に転換する力を修得させる。
　AL科目の開講数は現在30に増えて
いるが、必修のものはなく、履修する
科目とその数は学生に任されている。
今後は基盤教育のうち、大学での学
び方に関する「初期導入科目」、現代
社会で必要なリテラシーを培う「リテ
ラシー科目」、そして「教養科目」に
おいて、それぞれアクティブラーニン
グを導入した科目を必ず履修するカリ
キュラムを整備する。
　「リテラシー科目」には、2015年度
にAL科目「とちぎ終章学総論」を必

修として設置。栃木県が直面する高齢
化社会の課題について理解し、ポジ
ティブに生きるための知識やスキルを
身に付ける科目で、地（知）の拠点整
備事業を推進する「とちぎ終章学セン
ター」が管轄する。各学部が管轄する
「初期導入科目」は、学部によりアク
ティブラーニングの導入状況がまちま
ちであったが、指導内容のガイドライ

＊ 獲得対象は、基盤教育センターのプロジェクト「“あらたな社会”を耕す行動的知性を養成する21世紀型教養教育の構築−アクティブ・ナレッジ・ファームを核として−」

【図表１】行動的知性能力指標（案）

 態度・志向・感性

リテラシー・スキル

宇都宮大学の特性

基盤教育から着手し
学部教育に展開

アクティブラーニングで
「行動的知性」を育成

自己の創造・形成
	 ①自己実現力、計画性
	 ②創造力、マネジメント力
	 ③論理的思考力、発想力
	 ④自己認識、発信力

他者との協働・協調
	 ⑤傾聴力、柔軟性
	 ⑥責任感、調整力
	 ⑦協調性、許容力
社会の課題認識
	 ⑧規律性、倫理観
	 ⑨判断力、課題認識

	 ⑩言語スキル、読解力
	 ⑪数量的スキル、情報分析力
	 ⑫科学的論拠法、知識構築力
	 ⑬プレゼンテーション力

	 ⑭地域性
	 ⑮国際性

【図表２】アクティブラーニング要素の抽出と検証

ンを2014年度に見直し、全学部への導
入が進められつつある。
　「教養科目」に関しては、AL科目
１、２科目と講義形式の数科目をテー
マごとにパッケージ化し、教養科目で
の行動的知性獲得の均質化と効果的な
学修を実現する。最初にAL科目を受
講して学びへの意欲を高め、その後、
講義形式の科目で知識を修得させるし
くみが検討されている。

　学部の専門教育におけるアクティブ
ラーニングの導入、カリキュラムの体
系化は、既存の科目に内包されている
アクティブラーニングの要素を可視化
することによって行われる。
　AP事業の中心的な役割を担う蜂屋
氏は、「知識修得の面から体系化され

ている学部ごとの専門教育のカリキュ
ラムを、今後はジェネリックスキル修
得の面からも体系化するアプローチが
必要になる。教員の多くは、すでに普
段の授業に何らかのアクティブラーニ
ングの手法を導入し、スキルを育成し
ている。まず、そうした実績に気づい
てもらいたい。そして、本学における
手法と効果の関係を可視化し、一人ひ
とりの教員、各学部の協力のもとに全
学の力で、知識とジェネリックスキル
の両方を獲得できるカリキュラム体系
への転換を実現したい」と説明する。
　蜂屋氏は以下の手順を考えている。
　まず、育成をめざす能力の指標を策
定する（図表１）。授業アンケートを実
施し、指標の各項目について成長度合
いを自己評価させ、科目ごとの平均値
をグラフ化する（図表２）。教員へのア
ンケートでは、授業に採り入れていた
アクティブラーニングと学生が身に付

けた能力の伸長との関係を確認。集計
して、手法と実際に育成された能力の
関係性をチャート化する。
　各教員は、シラバスに記した各授業
の到達目標と、実際に伸びた能力を比
較。合致しない場合、手法と能力の関
係性のチャートを参照し、目標の再設
定や教育手法の再検討を行う。アク
ティブラーニングの手法をまったく採
り入れていない授業を除き、ここまで
で、各授業に含まれる同手法と、それ
によって伸びる能力が可視化される。
　ここからは、複数の科目を通じて各
能力指標をバランスよく育成するため
に、学部ごとにジェネリックスキル修
得の面から体系化を図る工程になる。
使用するツールが、「行動的知性ルー
ブリック」（図表３）だ。各能力指標に
ついて、１（最も基本的な能力）〜４
（学士課程修了時の能力）のレベルを
設ける。科目ごとに育成する能力とレ

①自己実現力、計画性

②創造力、マネジメント力

③論理的思考力、発想力

④自己認識、発信力

⑤傾聴力、柔軟性

学生アンケート
①〜⑮の能力について、授業のはじめと現在との間で感じる
各個人の成長の度合いを選択してください。

授業ごとに
集計し、
レベルの
平均値を
グラフ化

授業担当教員アンケート
担当授業で採り入れた手法とその
回数を答えてください（複数回答可）

成長した能力と
手法の関係を確認

【授業の到達目標】
・プロジェクトの目的を
理解し、プランを立てて
計画的に遂行できるよう
になる。

シラバス

…

目標とした能力が
育成できているかを
検証

能動的
学修手法

①自己実現
力・計画性

②創造力・マ
ネジメント力

③論理的思考
力・発想力

プレゼン
テーション ○

ディベート ○ ○

フィールド
ワーク ○ ○

…

アクティブラーニングチャート

能力と手法の
関係を
チャート化

自覚なく行われていた
教育手法を可視化する

プレゼンテーション（　　回）

ディベート（　　回）

フィールドワーク（　　回）

グループワーク（　　回）

…

能力指標 レベル

①自己実現力、計画性 5 4 3 2 1

②創造力、マネジメント力 5 4 3 2 1

③論理的思考力、発想力 5 4 3 2 1

④自己認識、発信力 5 4 3 2 1

⑤傾聴力、柔軟性 5 4 3 2 1
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ベルを定め、縦軸に評価項目（能力指
標）、横軸にレベルをとった表に基盤
教育、専門教育、卒業研究の全ての科
目名をプロットする。
　専門教育や卒業研究において表に空
欄や片寄りができた場合、また同じ科
目でも担当する教員によってプロット
する箇所が異なる場合などは、学部に
よる調整、すなわちカリキュラム・ディ
ベロップメントが必要だ。一部の教員
だけでこれを行うのではなく、多数の
教員が意見を交換しながら行うことに
よって、FDとして有効に機能する。
　「多くの教員は自身がアクティブ
ラーニングを行っていることに無自覚。
育成する能力への関心も弱い。一連
の工程により、ほぼ全ての教員がアク
ティブラーニングを行い、行動的知性
の育成に関わっている実態が見えるよ
うになるはず」と蜂屋氏は期待する。
　これらの工程は2014年２月現在、基
盤教育の中で試行している段階だ。図
表１の能力指標については、OECDの
キーコンピテンシーなどをベースに蜂
屋氏が案を作成。各学部の確認を経
て、2014年度内に確定の予定。学生、
教員へのアンケートは2014年度にAL
科目で実施しており、2015年度は他の
科目でも行う。基盤教育内でノウハウ

やエビデンスを蓄積して、2017年度か
ら学部教育に展開する予定だ。

　カリキュラムの体系化と並行して、
ジェネリックスキルの評価システムに
ついても、蜂屋氏は他大学とも協働し
ながら構想を練り始めている。
　具体的な評価方法は未定だが、図表
３の「行動的知性ルーブリック」を活
用した、能力指標ごとの点数評価が検
討されている。また、各科目の総合点
を知識面とジェネリックスキル面に配
分（例えば知識70点、ジェネリックス
キル30点）し、シラバスに記すことも
検討中だ。実現すれば、ジェネリック
スキル修得の達成度の成績への反映
を平準化できる。「現状は多くの大学
で、ジェネリックスキルの評価が教員
の主観によってなされているために、
成績や卒業判定にどれだけ反映されて
いるかが不透明。検討が進めば改善に
役立つ」と蜂屋氏は言う。
　知識面については、学科や課程ごと
に定められた目標に対する達成度を、
学生ごとにレーダーチャート形式で示
すシステムが2010年度に確立。将来的

には、ジェネリックスキルの評価シス
テムも統合し、電子カルテ方式で教員
が各学生の状況を閲覧して指導に生か
せる環境の構築をめざす。また、学習
成果の情報を活用した学生支援につい
て、職員の協力を呼び掛けている。

　蜂屋氏は、今後の全学的な推進のカ
ギは、「トップの理解」「教員の理解」
「学部との連携」にあると考えている。
　「2015年度から基盤教育の科目『先
輩に学ぶ』に学長自らが登壇し、アク
ティブラーニングを実践するなど、トッ
プの理解に基づいた推進が実現してい
る。教員に向けては2014年度、基盤教
育のAL科目の開発・深化、学内での
普及に関する取り組みを公募し、３件
の取り組みに経費が支給された。さら
に、予算や科目の範囲を拡大する方向
で検討が進んでいる」と言う。
　2015年度から基盤教育センターに各
学部から１人ずつ兼任の教員が配属さ
れることになっているため、学部との
信頼関係を構築し、連携強化の起点と
する。また、2016年度に新設予定の地
域デザイン科学部（仮称）は、全科目
でアクティブラーニングを実施する方
針という。2017年度から本格化するア
クティブラーニングの全学展開に向け
て、先導的な役割を果たしそうだ。
　「基盤教育におけるAL科目だけが
アクティブラーニングを実践する科目
だという誤解もある。まずはその誤解
を解くことが全学展開のスタートかも
しれない。教員一人ひとりの理解を得
て、学部の主体的な改革への熱意を高
めたい」と蜂屋氏は話している。

【図表３】行動的知性ルーブリック（案）

レベル４ レベル３ レベル２ レベル１

①自己実現力、計画性 科目A 科目B
科目C

②創造力、マネジメント力 科目A 科目C

③論理的思考力、発想力 科目B

④自己認識、発信力 科目B 科目A

科目Aの到達目標は、①自己実現力、計画性：レベル３、②創造力、マネジメント力：レベル４、
④自己認識、発信力：レベル２であることを表す。

ジェネリックスキルの
成績評価方法を検討

全学展開の実現には
学部の主体性が不可欠
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　福岡工業大学は、「実践型人材」
（自律的に考え、行動し、さまざまな分
野で創造性を発揮できる人材）を育成
目標に掲げ、2014年度から全学的にア
クティブラーニング型授業（以下、AL
型授業）を積極的に導入する「AL型
授業推進プログラム」をスタートさせ
た。アクティブラーニングによって「知
識の定着」と「能動的な学習態度の涵
養」を図る。一部の科目のみへの導入
や特定の教員による実践では、全学的
な効果が得られないとの考えから、数

値目標を定め（図表１）、PDCAサイ
クルに則った教職協働の改革を進め
る。この取り組みは大学教育再生加
速プログラム（AP）のテーマⅠ（アク
ティブ・ラーニング）に選ばれた。

　福岡工業大学が積極的にアクティ
ブラーニングを取り入れるようになっ
たのは、電気工学科の取り組みがきっ
かけだ。同学科では1997年度、ものづ
くりによる課題解決型授業（PBL）の
導入とともに、技術者として必要な自
己や他者との議論の力を育成する授
業を始めた。
　当初、授業を担当した高原健

けんじ

爾教授
（現電気工学科長）は、この取り組み
を始めた理由を「授業で何が理解でき
ていないか、自分の言葉で説明できな
い学生が多かったため」と説明する。
　電気工学科は工業高校出身者が多
く、高校までの履修科目や基礎学力
レベルにばらつきがあるという。着実
に知識を積み重ね、定着させるには、
何がわからないのかという自分自身と
の対話、他者への質問、議論をする中

で気づきを得る力が必要だが、目の前
の学生にはそうした力が不足している
と考えた。そこでグループディスカッ
ションやプレゼンテーション、ディベー
ト等を授業に取り入れることにした。
　「ディベートの実践によって、意見
を的確に伝える能力や他者の考えを評
価する力も身に付く。また、これまで得
た知識を使って意見を組み立てたり、
相手の主張に対する反証を考えたりす
るプロセスは、数学や物理を深く理解
することにもつながる」と言う。この授
業は一定の成果を挙げた。
　そして、３年間かけて段階的にコ
ミュニケーション能力を高める内容
を、次年度のカリキュラム改訂では２
年間に再編成した。電気工学科の専門
教育科目を学ぶうえで必要な力を育て
るという目的の下、全学共通の教養科
目ではなく、１年次から履修する専門
科目「情報処理・コミュニケーション
科目」群として2011年度まで実施され
た。
　１年次前期は自分の意見を組み立て
る訓練を行い、後期はディベートを通
して他者の意見を評価する力を伸ば
す。２年次前期はグループでの調査と
プレゼンテーションを実施し、後期は

　● 特集　アクティブラーニングの実質化

【図表１】AL型授業推進プログラムの
　　　　数値目標

AL型授業科目数の割合：80％

AL型授業を実施する専任教員の割合
　　　　　　　　　　　　　　：80％

AL型授業の受講学生の割合：80％

ファカルティディベロッパー育成：4人

クラスサポーター学生育成：60人

AL対応教室の整備：9教室

対話し、議論する力を
独自の成果指標で育成・評価

福岡工業大学は、アクティブラーニングの全学的な導入に取り組む。
先鞭を付けたのは、1997年度から始まった工学部電気工学科の教育プログラムだ。
以降、能動的な学びの態度を段階的に涵養することを目的に、
必修科目を組み込んだ就業力育成プログラムによる全学的な展開を経て、アクティブラーニングを重視。
全授業科目の８割に導入する計画が進められている。

福岡工業大学

事例③

「教員の 8 割が実践」など
数値目標を定めて推進

先行事例となった
電気工学科の討論型授業
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ストを受験させ、ジェネリックスキルの
修得度を測定する。これらの結果は就
業力育成プログラムで用いるキャリア
ポートフォリオに反映し、学生が新た
な課題発見や目標設定につなげられる
ようにする予定だ。

　施設の拡充も計画している。2014
年度に、議論やグループワークを促進
する学習環境を整えた３教室と、学生
が自由に活用できるオープンスペース
のラーニングコモンズを備えた「カル
ティベーションサイト」を開設。2018年
までに可動式の椅子やプロジェクター
を備えた教室を９つに増やす予定だ。
　情報工学部教授の前田洋教務部長
は、「全学ラーニングコモンズ化」を
スローガンに、共用スペースの整備も
進めたいと言う。「学内には数多くの
共用スペースがあるが、用途が定まっ
ておらず、単なる休憩の場となってい

た。ディスカッション用のホワイトボー
ドなどを設置して、能動的な授業外学
習の場として整備したい」。教員が授
業外学習の課題を与える、図書館職員
が文献調査の方法を指導するなど、授
業外学習を促すこと、授業外学習を職
員が支援することも必要だと話す。
　「クラス・サポーター」の育成にも
取り組む。AL型授業で教員をサポート
し、グループワークや議論の進行を促
す役割の学生のことで、一定の研修を
受けた後に任命される。2016年度に40
人、2018年度に60人を目標にする。

　福岡工業大学は、以前から工学部で
「講義PDCA」（学生アンケートと教員
間の相互点検によって講義の質を向上
させるしくみ）を実施するなど、PDCA
サイクルによる教学改善に積極的に
取り組んでいる。今回のAL型授業推
進プログラムでも、教職協働の体制で

PDCAサイクルを構
築する。
　推進組織として、
学長を長とするFD
推進機構の下に「教
育技術開発ワーキ
ンググループ」を新
たに編成した（図表
４）。各部会から１
人ずつ選出された
教員、図書館、情報
処理センター、教務
課、FD推進室の職
員で構成される。
　ワーキンググルー
プは、各部会から

報告されるAL型授業の実施状況の確
認、成果の分析、学内講習会などを行
う。他大学の事例も調査し、各部会に
報告して知見の共有を図る。各部会で
も、教員が提出する教育改善報告書を
もとに、課題と改善点を共有する。
　個々の教員に対しては、学部単位で
実施するFD研修会のほかに、教職員
が気軽に参加できるFDcafeという集会
を定期的に開催しており、アクティブ
ラーニングの導入に努める。
　「職員には特にアクティブラーニン
グの新しい手法やツールに関する提
案を期待している。また、この事業で
は数値目標として４人のファカルティ
ディベロッパー育成をめざしている
が、このメンバーにも職員が入る可能
性がある」と、グループ長である前田
教務部長は言う。
　事業全体の評価・点検は、企業関係
者や高校教員などが入る評価委員会が
行い、年２回の定例会で成果や課題を
確認し、改善につなげる。
　2014年度の後期授業から各学部で試
験的に１、２科目程度、前述の要件の
いずれかが当てはまるAL型授業を導
入・実施している。また、電気工学科
では知識修得およびコミュニケーショ
ン能力育成の最終試験の位置付けで、
2014年度から３年次後期に新たなAL
型授業を開始した。電気主任技術者試
験の過去問題を解かせて、グループで
議論、相互評価した結果を提出させる
必修科目だ。学生の評判が良く、担当
教員も全学展開に向けた手応えを感じ
ているという。
　こうした授業の成果は、分析・評価
後、報告書やウェブサイトを通して学
内で共有する。学外のステークホル
ダーにも積極的に発信する予定だ。

【図表４】実施体制

「技術者倫理」の授業で事例研究をポ
スターと文章にまとめて発表する、と
いう内容だった。
　学生の成長は、毎回の授業の前後に
テストを実施して確認。語彙数や論理
的な文章能力を測るペーパーテストな
どを用いて思考力や表現力、プレゼン
テーション能力の変化を確認し、その
後の授業内容の改善につなげるという
取り組みが続けられた。また、授業を
積極的に学内の教職員に公開して参観
者の声を学生に直接聞かせ、自らの考
えに偏りがちなことについて、気づき
を促すなどした。
　「授業中の教員と学生、学生同士の
コミュニケーションが円滑になった、
他者の考えが理解できるようになっ
た、という声が多く聞かれる。能動的
な学習態度が育ったと考えている」と
高原教授は総括する。

　2010年度には福岡工業大学として就

業力育成支援GPに選
定され、2012年度か
らコミュニケーショ
ン能力育成を主とす
る「就業力育成プロ
グラム」が全学的に
スタートした。電気
工学科が培ったアク
ティブラーニングの
手法は高く評価され、プログラム内で
特に重要とされる「共働する力」を育
成する科目の中に取り入れられた。
　2014年度からの「AL型授業推進プ
ログラム」は、電気工学科と就業力育
成プログラムでの取り組みをふまえ
て、アクティブラーニングの手法を全
学部の教養科目、専門科目において実
践するものだ。AL型授業科目数、実施
専任教員数、受講学生数の割合を80％
にするという目標は、知識の伝達に不
可欠な講義型授業と卒業研究を除いた
全ての科目にアクティブラーニングを
取り入れるという考えをもとに設定し
ている。
　同大学はアクティブラーニングを

「学生の意見表明および振り返りを基
本的な要素とする授業・学習形態で、
具体的にはグループ学習、グループ
ディスカッション、体験学習、課題解
決型授業等を採り入れた授業」と定
義。５つの具体的な要件を定め（図表
２）、これらを満たす授業が１コマ以
上ある科目を「AL型授業」とする。
　渡辺亮太FD推進室長は「AP申請
前に学内で実施したアンケートによる
と、全体の約４分の１の授業がなんら
かの形でアクティブラーニングを取り
入れていることがわかった。しかし、
全ての教員が明確な目的を持って取り
組んでいるわけではなかった。そのた
め、AL型授業の要件を具体的に定め
ることによって手法についての理解を
促し、授業において変える部分と発展
させる部分を教員自身に判断してもら
いながら、積極的な導入を推進する」
と言う。
　学生の成長は「知識の定着」「能動
的な学習態度の涵養」「総合評価」の
３つの観点から測る（図表３）。
　「知識の定着」は、学年・学期ごと
のGPAや学科推奨の資格取得者数な
どを指標とする。「能動的な学習態度
の涵養」は授業外学習時間や授業アー
カイブ（録画）の視聴時間を測定する
ほか、学生の自己評価を用いる。「総
合評価」は、１年次と３年次に外部テ

【図表２】「AL型授業」の５つの要件

就業力育成事業を契機に
全学展開を加速
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評価委員会

1 教員と学生との双方向性が確保されていること

2 2 人以上のグループを学習単位とすること

3 議論や発表等、学生の意見表明があること

4 ミニッツペーパー等による短いレポートを求めること

5 グループ単位で学習成果の共有を促すこと

【図表３】AL型授業推進プログラムの成果測定の指標

1 知識の定着

　・GPA、資格取得

2 能動的な学習態度の涵養
・授業外学習時間

・自己成長感と学習への内発動機付けの度合い（志向力、協働力、解決力、実践

　力の自己評価と、その結果に基づく聞き取り調査）

・授業アーカイブ利用数と視聴時間

・社会的活動へのコミット（ボランティアへの参加状況など）

・就職活動の状況（目的に沿った活動ができているかを聞き取り調査）

・卒業後の生涯学習姿勢（卒業後３年以内の OB・OG に調査）

3 総合評価

　・ジェネリックスキルの修得度を１年次と 3 年次に外部テストで評価

授業内外での
学習支援体制を充実

教職協働で PDCA を回し
授業をブラッシュアップ
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大学コミュニティーの力を生かす
相互評価文化の形成

創価大学は、学生間、教員間の相互評価によって、アクティブラーニングの実質化を図る。
学生は自分の学修成果を確認して目標や学び方を修正し、
教員はその学修成果と授業内容・計画とを照らし合わせ、授業改善に生かす。
それぞれのプロセスをファシリテートするリーダー役の学生、教員の養成など、
大学コミュニティーの力を最大化し、総合力で進める教学改革を紹介する。

創価大学

事例④

　創価大学は、教育・学習支援セン
ター（CETL）が中心となってアクティ
ブラーニングの導入を進め、現在、８
割以上の授業で能動的な学習の機会が
提供されている。
　知識とともに対人関係などの社会的
スキルを身に付ける「協同学習」は、
2000年度にCETLが発足した直後から
推進してきたアクティブラーニングの
手法だ。教員同士が能力を高め合う意
識を形成しようと、公開授業参観やシ
ラバスの相互点検を行う研修会なども
開催している。
　大学教育再生加速プログラム（AP）
のテーマⅠ（アクティブ・ラーニング）、
テーマⅡ（学修成果の可視化）の複合
型に選定された2014年度からは、相互
評価の取り組みをさらに推進。「アセ
スメント科目」（図表）を設定し、学生
は成長度の相互評価を、教員は授業改
善のための相互評価をそれぞれ行う。
関田一彦センター長は、「AP事業の
対象外の部分でも、自主的に仲間や同
僚と話し合う文化を形成することが目
標」と話す。

　AP事業は学部ごとに段階的に実施
する。まず、企業との関わりが多く、
アクティブラーニングの導入に最も積
極的な経営学部が2015年度から開始。
2019年度には全８学部のカリキュラム
にAP事業が反映されている状態をめ
ざす。
　具体的な取り組みは、それぞれ学
長から委嘱された全学のAP推進本部
と各学部の推進チームが連携して行
う。AP推進本部は、寺西宏友教学担
当副学長が責任者となり、CETLの関
田センター長、総合学習支援センター
（SPACe）の西浦昭雄センター長ら７
人で構成。各学部の実施状況を掌握
するほか、学修成果、授業評価等の
データを収集する。各学部の推進チー
ムには職員も加わり、学部が選出した
教員メンバーをサポートする。

　アセスメント科目は、各学部の授業
のうち３科目が学年進行に合わせて
設定される。４年間で３回に絞ったの
は、学生は成果の評価に相応の労力が
かかり、全科目で実施するのは現実的

ではないことに加え、蓄積した複数年
のデータを比べやすいためでもある。
経営学部は、アクティブラーニングを
取り入れている科目のうち、１年次前
期の「経営基礎演習」、２年次前期の
「人間主義経営演習」、３年次前期の
「専門基礎演習」（予定）をアセスメン
ト科目に設定した。
　成長度の評価はルーブリックに基づ
いて学生が自ら行う。アセスメント科
目ではワークシートを配付し、学生は
グループ活動の振り返り、文献等の調
査結果、プレゼンテーションの練習記
録などを記入。これをまとめたものが
「学修ポートフォリオ」になる。中間お
よび最後の授業で、ルーブリックと学
修ポートフォリオを基に学修成果を学
生同士で共有。他の学生は評価の妥当
性、今後に向けたアドバイス等を伝え、
報告者の目標の再設定を支援する。
　「自身を客観視して学びの方向性を
軌道修正する訓練を積みながら、仲間
と共に成長する意義に気づける」。学
生間の相互評価のメリットを、関田セ
ンター長はそう説明する。こうしたプ
ロセスを卒業までに３回繰り返し、日
常の行動として根付かせることが、他
者への貢献、社会での価値創造という

全学の推進本部と
各学部のチームが連携

教員同士で
授業間の連携も議論

建学の精神に基づく「創造的人間の育
成」につながると考える。
　アセスメント科目にはSAが配置さ
れるが、評価のための振り返りをサ
ポートするには、より高度な技術が必
要だ。そこで、SAを支援するファシ
リテーション技術を持つ学生を「シニ
アSA」として養成。各学部のSAの中
からリーダーの適性と意欲のある学生
に、ラーニングコモンズでトレーニング
を受けてもらう。
　一方、教員はアセスメント科目を担
当する時に、シラバスに記載した狙い
や工夫の実行状況、学生の課題の出
来や振り返り結果などを「授業ポート
フォリオ」にまとめていく。授業中の学
生の様子や授業後の感想など、目が行
き届かない点は、CETLが養成する学
生ボランティアに調査を依頼し、その
結果を追記する。
　教員の相互評価の場となるのが４、
５人のグループで行う「同僚会議」
だ。授業ポートフォリオと学生の学修
成果を基に、授業が学生の成長にどう
貢献したのかを振り返り、報告する。
他の教員は、授業をよりよくするため
に意見を出し合う。過去に担当したこ
とがある学生のその後の様子を知り、
自身の指導がどのような影響を与えた
のか確認することもできる。報告者の
振り返りを基に、授業同士の関連、役
割などを話し合ってもらい、カリキュラ
ム改善につなげるのが狙いだ。
　同僚会議には、「ALマスター」の
教員がファシリテーターとして同席。
「AL」は、組織の学習力を高める手
法「アクションラーニング＊」と「アク
ティブラーニング」の二重の意味があ
る。学部から選出された教員が、２日
間の研修を受けてその役を務める。

　「アクションラーニングに精通した
ALマスター、リーダーシップを身に付
けたシニアSAには、相互評価文化を学
内に浸透させる役割を期待している。
仲間との話し合いによって自身を成長
させる姿勢が、彼らの支援によって草
の根的に広がれば、アクティブラーニ
ングをはじめとする教育の効果が飛躍
的に高まる」と関田センター長は語る。

　同大学ではジェネリックスキルを測
定する外部の標準テストも導入してい
るが、それを指標とせず、アセスメン
ト科目内で行う相互評価によって学修
成果を確認する理由を、CETLの望月
雅光副センター長はこう述べる。「標
準テスト実施後は全学生と面談を行っ
ているが、測定指標に対する学生の自
己評価とこのテストの結果をうまく対

応させることができない。教員が学生
の能力を定点観測するうえでは標準テ
ストも有用だが、学生にとっては納得
しにくく、その後の学びに生かしづら
い。APでは学修成果を“半期15回の授
業を通じ、学生が自身の変化を評価す
るもの”と捉えるほうが、より成長を促
すと考えた」。
　アセスメント科目内で学生が自己評
価に使用する指標とルーブリックは、
全学共通のものをAP推進本部が作成
する。１年次の指標は「学びの計画
性」「学習者としての自覚」「親和力」
「協働力」の４つ。学部が独自に測り
たい指標があれば追加できる。教員同
士の話し合いを促進するため、共通指
標の数をあえて絞るという。
　AP推進本部は今後、就職先で評価
の高い卒業生や学内で活躍する学生を
対象に調査を行い、汎用的能力のレベ
ルを測定。指標作成の参考資料として
学部に提供する考えである。

学部独自の指標開発を
AP推進本部が支援

＊ グループで現実の問題について解決策を検討、実践するというプロセス自体から学習効果を得て、個人・グループの学習する力を養成する手法。

【図表】３つのアセスメント科目を中心とするAP事業の概要

建学の精神に基づく「創造的人間の育成」

相互評価文化の醸成
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